




東部沿岸地域から
内陸部へ 製造のシルクロード構想

1984 中国・番禺工場

2008 中国・南寧工場

2008 タイ・パトゥムターニー工場

2009 ベトナム・ハイフォン工場

2010 中国・江西工場

2006 中国・上海工場

1992 中国・太平工場

2008 中国・深圳工場

2010 中国・湖南工場

東部沿岸地域から
内陸部へ 製造のシルクロード構想

1984 中国・番禺工場

2008 中国・南寧工場

2008 タイ・パトゥムターニー工場

2009 ベトナム・ハイフォン工場

2010 中国・江西工場

2006 中国・上海工場

1992 中国・太平工場

2008 中国・深圳工場

2010 中国・湖南工場

2010

2009

2008

2007 70,209 

55,733 

53,445 

43,652 
3.9 

‒0.5
6.7

6.72,166 

4,711 

3,569 

‒233 

■■売上高〈百万円〉　■■営業利益〈百万円〉　■ 売上高営業利益率〈％〉
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To Our Stakeholders
── CEO メッセージ

成長路線への回帰から持続的成長へ

市場セグメント売上高〈単位：百万円、％〉 

2010
売上高

¥53,445
オート
モーティブ

47.8%

コンシューマー
エレクトロニクス

35.6%

産業分野

16.6%2009
売上高

¥43,652

オート
モーティブ

46.9%

コンシューマー
エレクトロニクス

40.8%

産業分野

12.4%

2007 – 2010年度　連結売上高と営業利益の推移

2010年度は、世界全体が深刻な経済危機から立ち直ったものの、

いまだ多くのリスクと不確実性を残した年となりました。

そのなかで、当社は成長路線への回帰を確実にはたし、

さらなる成長をめざす大きな一歩を踏み出しました。

現在の確固とした経営基盤のもとで、

2011年度は当社の強みをおおいに発揮し、

より長期的なビジョン達成のための成長戦略とともに、

真の「Global One SUMIDA」をめざして

一丸となって邁進していきます。

成長路線への回帰をはたした２０１０年度

　コイルのリーディングカンパニーとしてグローバルにビジネ

スを展開する当社は、真の「Global One SUMIDA」をめざし、

さまざまな施策に取り組んできました。そしてリーマンショッ

クによって大きく世界経済が落ち込むなか、当社も再び成長路

線へ回帰することを誓い、2010年度はその実現をはたした1

年だったといえます。

　成長路線への回帰にあたり、私たちは「5-3-2-100」という

事業計画のスローガンを掲げました。これは、2010年12月期

の数値目標を「売上高500億円」「営業利益30億円」「当期純

利益20億円」「EPS（1株当たり当期純利益）100円」に置く

ことで、持続的かつ収益性のある成長路線へと戻ることを意味

しています。そして当社は売上高が前年比22.4%増に加え、営

業利益、純利益ともに黒字化を達成し、目標をしっかりとクリ

アすることができたのです。

　その背景には、「コンシューマーエレクトロニクス」市場と

「オートモーティブ」市場における需要の回復が挙げられます。

当社は、ビジネステンポの速いコンシューマーエレクトロニク

ス市場に対しては、いち早く新製品を投入するなど市場の要求

スミダグループ CEO  八幡 滋行

に迅速に対応してきました。また、オートモーティブ市場では

XenonイグナイタやABS/ESCコイルといった当社製品が世

界のトップシェアを誇るまでに成長し、自動車市場の回復とと

もに需要を大きく伸ばしたことも業績好転を促しました。

　さらに「製造のシルクロード構想」の推進に引き続き取り組

み、2010年には、中国の湖南省常徳市と江西省吉安市、ベトナ

ム・ハイフォンにサテライト工場を設立し、生産の最適化による

低コスト生産体制を維持していくことが可能となりました。

より利益重視の経営体質をめざす２０１１年度

　成長路線へ戻ったとはいえ、世界経済はいまだ不確実な要素

をたくさん残しています。そのなかで、引き続き成長を維持し

ていくためには、「売上重視から利益重視」の経営へと向かわな

くてはなりません。リーマンショック以降、当社は生産をはじ

めさまざまなコストを抑えるとともに、意思決定の迅速化と経

営効率の向上を図るため、組織の再整備などによって「身軽な

体制」への転換を図ってきました。今後の成長に向けては、そ

うした身軽な体制のもとで、利益を生み出す積極的なビジネス

アプローチを行っていくことが求められます。

　当社の強みは、アンテナなどに代表される電子系製品から自

動車のABSなどの電気系製品まで、そして弱電から重電分野に

至るまでの多彩なランインナップを揃えていることにありま

す。そうした強みを最大限に活かすことこそ、利益を生み出す

ことにつながります。　

　コンシューマーエレクトロニクス市場では、変化するニーズに

迅速かつ的確に応えることで、当社の事業基盤として確実な売上

増をめざしていくことが重要となります。一方、オートモーティ

ブ市場ではハイブリッド/電気自動車市場におけるキープレー

ヤーとの共同開発および合同プロジェクトを進めるなど、より利

益の大きなビジネスへと発展させる取り組みを続けていかなくて

はなりません。すでに、将来非常に有望な市場セグメントに対し、

部品とモジュールを供給するキーサプライヤーとなることができ

たのも、そうした努力があってこそです。オートモーティブ分野

に限らず、今後も単なる部品のサプライヤーではなく、ともに最

終製品をつくり出す重要なパートナーとなることで、より大きな

利益の源泉をつくることをめざしていきたいと考えています。

　さらに、今後長期的な成長が見込まれる「産業分野」市場に

も、再生可能エネルギーおよび医療分野への参入など注力して

いきます。当社はすでにヨーロッパの太陽エネルギー業界の

キープレーヤーとの関係を強化し、輸出主導による経済回復が

著しいドイツにおけるキーサプライヤーとの共同開発を通じ

て、新たなグローバル市場に参入することができました。こう

したアプローチはすぐには収益に反映されるものではありませ

んが、じっくりと的確な取り組みをすることで、将来的には確

実な利益を生むと確信しています。

　2011年度は、私たちが当面の目標としているリーマンショッ

ク以前、すなわち2007年度のピーク業績時にまで利益率を回

復させる、あるいはそれ以上になるための次なる段階をめざす

年だと認識しています。現在、これまで掲げてきた３カ年の中期

経営計画を包括した「新たな５カ年計画」を策定しており、そこ

では1,000億円企業をめざすことをターゲットにしています。

　こうした取り組みによって成長を維持することは、株主の皆

様への安定した配当をお約束することにもつながると考えてお

ります。

　引き続き最善の努力をする覚悟でおりますので、皆様には今

後ともより一層のご支援とご鞭撻を賜りますよう、よろしくお

願い申し上げます。



指名委員会

監査委員会
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北アメリカ

CEO / Deputy CEO

インダクター

パワーエレクトロニクス

ワイヤレス／シグナル

ABS

センサー／アクチュエーター

EMS

モジュール／エネルギー

フレキシブルコネクション

CFO

コーポレートプランニング執行役会

社長
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To Our Stakeholders
── 社長メッセージ

効率的なオペレーションでさらなる成長へ

代表執行役社長　栖関 智晴

ビジネスユニットを機能別に統括

2009年度に実施した組織の再整備は、

2010年度には効率的なオペレーションを機能させ、

売上増加に大きく貢献しました。

2011年度はそうしたオペレーションの基盤をさらに活かし、

コンシューマーエレクトロニクス・オートモーティブ・産業分野という

3つの市場における受注のカバー率を上げ、

利益重視の経営に取り組んでいきます。

迅速で的確な製品対応を可能にしたビジネスユニット

　2010年度は、2009年の組織再整備のもとで当社のオペ

レーション体制がより有機的に機能した年となりました。そ

の体制の核となっているのが、ビジネスユニット（BU）と呼

んでいる８つの部門です。これは、製品を技術および機能別に

カテゴリー化してそれぞれの専門性に特化することで、技術

対応をより効率的に行うことを目的としてスタートさせたも

のです。スピードが要求される市場において、迅速できめの細

かな「対応力」を発揮するための仕組みであり、当社独自の運

営体制でもあります。

　８つのビジネスユニットは、現在、コイルおよびモジュール

などの機能を中心に次のようなカテゴリーで分けています。

●BU-1：コイルの基本機能である「インダクター」製品

●BU-2：トランスとして機能する「パワーエレクトロニクス」製品

●BU-3：アンテナに代表される「ワイヤレス／シグナル」製品

●BU-4：アクチュエーターとして機能させる「ABS」製品

●BU-5：ABS以外の「センサー／アクチュエーター」製品

●BU-7：電子機器のアッセンブリーパーツとなる「EMS」製品

●BU-8：コイルベースの「モジュール／エネルギー」製品

●BU-9：結線用途に活躍する「フレキシブルコネクション」製品

　ビジネスユニットの導入によって、各分野に精通したエンジ

ニアをより有効に活用することができるようになり、変化の速

いさまざまなニーズに応じた最適な製品開発が可能になりまし

た。また、ヨーロッパやアジアというエリアを超えてグローバル

に組織しているため、求められる製品内容に合わせて世界中の

リソースを活用できることも大きなメリットとなっています。

機能別統括がもたらす品質維持と生産効率の最適化

　さらに2010年には、ビジネスユニットに「研究開発」「製造」

「購買」「技術」「品質」の5つの機能別に縦割りで統括する仕組

みを構築しました。これは、グループ全体で各機能部門を統括

することで、「世界最適」をいち早く知り、グループ全体でのコ

スト削減を図るとともに、情報の共有化と一元化、品質の均質

化などを達成し、顧客満足をより高めることが目的です。

　たとえば、品質においては現在、日本、ヨーロッパ、アジアな

ど各エリア特有の規格や基準が存在しているため、それらがス

ピーディな製品開発を妨げる要因のひとつにもなっていまし

た。そこで当社は、世界共通の品質管理システムの構築を早く

から進めてきました。2011年度中にはすべての製品において、

ひとつの品質管理システムに統合できる予定です。これにより、

顧客は良質かつ均質な品質の当社製品をスピーディに、しかも

世界中から手に入れることができるようになるはずです。

　また製造においては、複数のビジネスユニットが同じ工場

で生産することを可能にするなど、投資を最小限に抑える効

果も出てきています。その大きな力となっているのが、「製造

のシルクロード構想」を具現化しているハブ工場とサテライ

ト工場でしょう。技術開発も含めた生産全体を司るハブ工場

に対し、サテライト工場は生産を専門に行う工場として機能

しています。サテライト工場は間接費を持たないため、ハブ工

場との連携によってコストを抑えた効率的な生産ができるよ

うなったのです。今後さらに収益性を向上させるためには、こ

うしたサテライト工場をより有効に活用し、生産能力を高め

ていくこともまた、たいへん重要になっていくでしょう。

　2011年度は、「売上重視から利益重視」の経営をめざしてい

ますから、ビジネスユニットを核とした効率的なオペレーショ

ンは生産性の向上とコスト削減という意味でも必須です。加え

て、「コンシューマーエレクトロニクス」「オートモーティブ」「産

業分野」という3つの市場における受注のカバー率を上げてい

くことが最大の目標となります。

　当社はコイル分野においてはフルラインナップで製品を揃え

ていますが、顧客のニーズに合わせてカスタマイズする高い技

術力も兼ね備え、収益率の高いビジネスとして発展させていく

ことにも実績があります。今後は、引き続き多彩なニーズのあ

る「コンシューマーエレクトロニクス」ではさらなる売上増を

めざしていく。また技術開発力が活かされる「オートモーティ

ブ」「産業分野」では、当社の高い技術力を発揮して収益率の高

いビジネスを実現していく。こうしたアプローチによって、各

市場のカバー率を高めていきたいと考えています。

　そして、当社の強さの源泉である常に高品質な製品を迅速に

提供できる「対応力」をさらに磨くことも忘れてはなりません。

幅広い製品ラインナップと高い技術力、エリアを問わずグロー

バルに展開できる営業力、コスト効率の優れた生産力。そうし

た力を結集した当社ならではの「対応力」で、これからも皆様

のあらゆるニーズにお応えしてまいります。



111.88
40.00
35.8

1,383.75
167.41

149.96
40.00
26.7

1,486.13
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115.05
25.00
21.7

433.22
161.13

‒104.57
20.00

‒
545.55
98.29

‒298.91
40.00

‒
718.04
104.90

■ 1株当たり情報

〈単位：円、 ％〉

〈％〉

〈回〉

〈％〉

〈％〉 〈％〉

〈％〉

当期純利益（純損失）
配当金
配当性向（％）
純資産
営業活動によるキャッシュ・フロー

2010
2009
2008
2007
2006

当期純利益（純損失）〈円〉

149.96

‒104.57
115.05

111.88

‒298.91

2010
2009
2008
2007
2006

営業活動によるキャッシュ・フロー

219.53

98.29

167.41

104.90

161.13

2010
2009
2008
2007
2006

配当金及び配当性向

40
40

20
25

40

21.7

35.8
26.7

4.14
1.03
5.53
23.51
4.25
4.31

-4.60
0.76
4.75

-16.55
-3.48
-1.34

3.44
1.04
2.43
8.71
3.58
7.39

4.07
0.99
2.71
10.90
4.03
6.17

-10.30
0.84
3.23
-28.03
-8.68
-0.22

■ 収益性指標

〈単位：％、 回、億〉

売上高当期純利益率
総資産回転率
財務レバレッジ
自己資本当期純利益率（ROE） 
総資産当期純利益率（ROA）
総資産経常利益率

10.90

総資産当期純利益率（ROA）

2010
2009
2008
2007
2006

‒8.68

‒3.48

‒0.22
‒1.34

3.58 7.39
6.174.03

4.25 4.31

総資産回転率
2010
2009
2008
2007
2006

2.71
3.23

4.75

5.53

0.84
0.76

1.04
0.99

2.43

1.03

2010
2009
2008
2007
2006

2010
2009
2008
2007
2006

2010
2009
2008
2007
2006

2010
2009
2008
2007
2006

売上高当期純利益率

3.44
4.07

8.71

‒16.55
‒10.30

‒4.60

‒28.03

4.14 23.51

■■配当金〈円〉　■配当性向〈％〉

自己資本当期純利益率（ROE） 

財務レバレッジ

総資産経常利益率

2006 2007 2008 2009 2010 2006 2007 2008 2009 2010
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1株当たり情報 収益性指標



2009
24,113
15,092
4,446

2010
29,536
18,688
5,220

■ 事業セグメント別売上高

アジア・パシフィック事業
EU事業
環境・エネルギー事業

2010
11,302
15,247
4,275
1,100
4,824
16,694
53,445

2007
9,487
19,301
3,194
7,045
7,063
24,120
70,209

日本
香港/中国
アセアン（ＡＳＥＡＮ）
台湾/韓国
北米（ＮＡＦＴＡ）
欧州（ＥＵ）　　
合計

■ 設備投資額及び減価償却費

設備投資額
減価償却費

■ 研究開発費
研究開発費
売上高研究開発費比率

2010
635

16,972
2,396
20,003

2009
622

16,315
2,446
19,383

2009
8,013
13,061
4,760
644
3,239
13,933
43,652

2008
596

15,188
2,322
18,106

2006
418

19,564
3,723
23,705

2007
415

17,556
2,834
20,805

2008
8,760
18,154
3,502
902
4,935
19,481
55,733

■ 所在地別売上高

■ 所在地別グループ人数

日本
アジア
北米・欧州（NAFTA/EU）
合計

2010
4,648
1,368
86

2009
2,630
‒727
275

■ 事業セグメント別営業損益

アジア・パシフィック事業
EU事業
環境・エネルギー事業

■アジア・パシフィック事業
■EU事業
■環境・エネルギー事業

■■設備投資額 　■■減価償却費

2010

2009

2008

2007

2006

4,522
3,600
3,975

3,315

3,006
3,362

1,199
3,035

2,515
2,303

2010
1,069
2.0

2009
1,110
2.5

2006
1,428
2.2

2007
1,408
2.0

2008
1,424
2.6

2010
2009
2008
2007
2006

■研究開発費〈百万円〉  ■売上高研究開発費比率〈％〉

1,408

1,110

1,428

1,424

2.2
2.0

2.6
2.5

2.0 
1,069

2010
2,303
2,515

2009
1,199
3,035

2006
3,975
3,315

2007
4,522
3,600

2008
3,006
3,362

2006
9,663
16,477
3,049
7,734
5,883
20,702
63,507

55％35％

10％

2010年度
売上高構成比

〈単位：百万円〉

〈単位：百万円〉

〈単位：百万円〉

〈単位：百万円〉

〈単位：百万円〉

〈単位：百万円、％〉
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事業セグメント別情報 設備投資額・減価償却費・研究開発費

地域別情報



■ 連結貸借対照表

□ 資産の部
現金預金
受取手形及び売掛金
たな卸資産
その他流動資産
流動資産合計

有形固定資産
無形固定資産
投資有価証券
その他固定資産
固定資産合計
繰延資産
資産合計　　　

□ 負債の部
支払手形及び買掛金
短期借入金
その他流動負債
流動負債合計

長期借入金
その他固定負債
固定負債合計
負債合計

□ 純資産の部
株主資本合計
評価・換算差額等合計
少数株主持分
純資産合計
負債純資産合計

■ 経営成績

売上高
営業利益（損失）
売上高営業利益率
経常利益（損失）
売上高経常利益率
当期純利益（純損失）
売上高当期純利益率

7,399
10,086
7,706
1,975

27,168

13,112
3,854
443
4,737
22,145

96
49,410

3,995
21,796
5,527

31,318

4,376
4,867
9,243

40,561

19,673
‒11,350

525
8,848

49,410

9,317
10,422
6,491
2,385

28,619

15,288
5,000
480
5,021
25,790

94
54,504

3,831
21,368
4,950

30,149

5,550
7,737
13,287
43,436

17,847
‒7,366
586

11,068
54,504

前連結会計年度
平成21年12月31日

当連結会計年度
平成22年12月31日

売上高
売上原価
売上総利益
販売費及び一般管理費
営業利益（損失）　
営業外項目
　　　受取利息・配当金
　　　その他営業外収益
　　　支払利息
　　　その他営業外費用
　　　営業外収益（費用）
経常利益（損失）　
特別利益
特別損失
税金等調整前当期純利益（純損失）
法人税等合計
少数株主利益
当期純利益（純損失）　

営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
現金および現金同等物期末残高

53,445
41,191
12,253
8,683
3,569

30
92
599
850

‒1,328
2,241

8
193
2,056
‒242
88

2,210

43,652
35,074
8,577
8,811
‒233

41
323
650
256
‒540
‒773
283
1,874
‒2,365
‒413
57

‒2,009

前連結会計年度 当連結会計年度
自平成21年1月1日

　至平成21年12月31日
自平成22年1月1日

　至平成22年12月31日

前連結会計年度 当連結会計年度
自平成21年1月1日

　至平成21年12月31日
自平成22年1月1日

　至平成22年12月31日

■ 連結損益計算書

■ 連結キャッシュ・フロー計算書

1,888
‒128
‒3,529
9,064

3,095
‒1,794
‒2,191
7,275

1Q

2Q

3Q

 2009  4Q

2008  4Q

3Q

2Q

3Q

2010 4Q

1Q

2Q

 1Q

13,828
1,102

12,615
404

15,479
1,049

1,025
12,894

14,701
819

10,718

8,579

‒745

‒1,344

10,065

12,323

‒377

619

1,036
14,107

12,683
868

14,834
1,042

■■売上高〈百万円〉  ■■営業利益（損失）〈百万円〉

経営成績四半期推移

1Q
14,834
1,042
7.0
809
5.5
502
3.4

2Q
15,479
1,049
6.8
517
3.3
‒17
‒0.1

3Q
14,701
819
5.6
867
5.9
531
3.6

4Q
10,718
‒745
‒7.0

‒2,340
‒21.8
‒6,759
‒63.1

2008
1Q

8,579
‒1,344
‒15.7
‒1,057
‒12.3
‒1,070
‒12.5

2Q
10,065
‒377
‒3.8
‒639
‒6.4
‒994
‒9.9

3Q
12,323
619
5.0
136
1.1

‒109
‒0.9

4Q
12,683
868
6.8
786
6.2
165
1.3

2009
1Q

12,894
1,025
8.0
786
6.1
652
5.1

2Q
14,107
1,036
7.4
447
3.2
253
1.8

3Q
13,828
1,102
8.0
961
7.0
889
6.4

4Q
12,615
404
3.2
45
0.4
415
3.3

2010

〈単位：百万円〉

〈単位：百万円〉

〈単位：百万円〉

〈単位：百万円、％〉
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連結財務諸表 四半期情報



■ 所在地別売上高

日本
香港 / 中国
アセアン（ＡＳＥＡＮ）
台湾 / 韓国
北米（ＮＡＦＴＡ）
欧州（ＥＵ）　　
合計

1Q
1,416
2,619
817
102
559
3,063
8,579

2Q
1,585
3,331
1,209
152
643
3,155
10,065

3Q
2,439
3,548
1,444
204
970
3,719
12,323

4Q
2,579
1,695
1,296
244
1,397
5,433
12,683

2009
1Q

2,626
3,547
1,161
213

1,096
4,249
12,894

2Q
2,812
4,115
1,137
310

1,355
4,376
14,107

3Q
3,052
3,935
1,108
338

1,263
4,130
13,828

4Q
2,810
3,648
868
238

1,110
3,938
12,615

2010
■ 事業セグメント別売上高

アジア・パシフィック事業
ＥＵ事業
環境・エネルギー事業
合計

1Q
4,644
3,246
687
8,579

2Q
5,720
3,433
912

10,065

3Q
6,798
3,995
1,529
12,323

4Q
6,950
4,416
1,316
12,683

2009
1Q

6,878
4,653
1,362
12,894

2Q
7,822
4,876
1,407
14,107

3Q
7,933
4,609
1,286
13,828

4Q
6,902
4,548
1,164
12,615

2010

〈単位：百万円〉

■ 事業セグメント別営業損益

アジア・パシフィック事業
ＥＵ事業
環境・エネルギー事業
消去又は全社
合計

1Q
‒174
‒480
‒60
‒628
‒1,344

2Q
426
‒319
149
‒633
‒377

3Q
1,072
29
99

‒581
619

4Q
1,306
43
88

‒568
868

2009
1Q

1,271
281
28

‒556
1,025

2Q
1,211
386
47

‒609
1,036

3Q
1,261
440
‒21
‒577
1,102

4Q
904
259
32

‒791
404

2010

〈単位：百万円〉

〈単位：百万円〉

所在地別売上高

日本
香港 / 中国
アセアン（ASEAN）
台湾 / 韓国
北米（NAFTA）
欧州（EU）　　

■ 
■
■
■
■
■

0 5000 10000 15000

2010 4Q
3Q
2Q
1Q

2009 4Q
3Q
2Q
1Q

0 3000 6000 9000 12000 15000

2010 4Q
3Q
2Q
1Q

2009 4Q
3Q
2Q
1Q

 アジア・パシフィック事業　　 ＥＵ事業　　 環境・エネルギー事業■ ■ ■

アジア・パシフィック事業
ＥＵ事業
環境・エネルギー事業
消去又は全社

■     
■

■
■

事業セグメント別売上高

2010 4Q
3Q
2Q
1Q

2009 4Q
3Q
2Q
1Q

事業セグメント別営業損益

‒600 ‒300 0 300 600 900 1200 1500‒1200 ‒900 1800
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証券コード
定時株主総会
基準日
一単元の株式数

6817

3月

12月31日

100株

第1四半期配当：

第2四半期配当：

第3四半期配当：

第4四半期配当：

剰余金の
配当の基準日

3月31日

6月30日

9月30日

12月31日

株主総会

代表執行役

リスクマネジメント委員会 

指示・報告業務執行の監督
執行役の選解任

報酬の決定監督

各委員の選解任

取締役候補の決定取締役の選解任

戦略計画の評価等

取締役の報酬決定

取締役の職務執行の監査

コーポレートガバナンス・オフィス

事業統括会社　監査役

指示・報告

指示・報告

指示・報告

事業会社　内部監査人

指示・報告

10名
（社外8名）

○コンプライアンス
○リスクマネジメント
○内部統制

取締役会

指名委員会4名（社外4名）

報酬委員会3名（社外3名）

戦略委員会6名（社外5名）

監査委員会3名（社外3名）

スミダコーポレーション株式会社
東証一部上場

Sumida Electric(H.K.)
Company Limited

SUMIDA ELECTRIC
(GUANGXI) CO., LTD.

SUMIDA ELECTRIC
(CHANGDE) CO., LTD.

SUMIDA ELECTRIC
(JI’AN) CO., LTD.

スミダ電機株式会社

DONGGUAN SUMIDA
(TAI PING)

ELECTRIC CO., LTD.

SUMIDA SERVICE
COMPANY LIMITED

SUMIDA TRADING
PTE LTD

SUMIDA ELECTRIC
(THAILAND) CO., LTD.

Sumida America
Components Inc.

EIWA(HK)
COMPANY LIMITED

SUMIDA TRADING
COMPANY LIMITED

SUMIDA TRADING
(SHANGHAI)

COMPANY LIMITED

SUMIDA TRADING
(KOREA)

COMPANY LIMITED

TAIWAN SUMIDA
TRADING

COMPANY LIMITED

SUMIDA ELECTRONIC
VIETNAM CO., LTD.

SUMIDA Components
& Modules GmbH

SUMIDA
EMS GmbH

SUMIDA
Lehesten GmbH

SUMIDA
Romania S.R.L.

SUMIDA electronic
Shanghai Co., Ltd.

vogtronics GmbH

SUMIDA Slovenija
d.o.o.

SUMIDA Components
de Mexico S.A. de C.V.

SUMIDA Components 
GmbH

SUMIDA Europe
GmbH

SUMIDA flexible
connections
Romania S.R.L

SUMIDA flexible
connections GmbH

SUMIDA AG

スミダコーポレートサービス株式会社

Sumida Finance B.V.

55％

個人
32.0%

金融機関
18.8%

国内法人
26.8%

外国法人
16.3%

株式数比率

証券会社
2.5%

自己名義株式
3.6%

SEC 株式会社
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グループ事業の系統図

株主情報

コーポレートガバナンスの体系図
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事業所一覧
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●日本

スミダコーポレーション株式会社
東京都中央区日本橋3-12-2 
朝日ビルヂング
TEL：03-3272-7100	
FAX：03-3272-7802	

スミダコーポレートサービス株式会社
東京都中央区日本橋3-12-2 
朝日ビルヂング
TEL：03-3272-7100
FAX：03-3272-7802

SEC株式会社（本社）
東京都中央区日本橋3-12-2 
朝日ビルヂング
TEL：03-5202-7111
FAX：03-5202-7104

スミダ電機株式会社（本社）
東京都中央区日本橋3-12-2 
朝日ビルヂング
TEL：03-5202-7111
FAX：03-5202-7104

スミダ電機株式会社　真田工場
長野県上田市真田町本原604-1
TEL：0268-72-8810
FAX：0268-72-8820

スミダ電機株式会社　M.Laboratory
宮城県名取市植松字宮島31-1
TEL：022-381-6606
FAX：022-381-6616

スミダ電機株式会社　長野技術センター
長野県小諸市甲上郷土4127-3
TEL：0267-23-2501
FAX：0267-23-2504

スミダ電機株式会社　青森工場
青森県むつ市大畑町上野97-3
TEL：0175-34-5511
FAX：0175-34-5841

スミダ電機株式会社　大阪オフィス	
大阪府大阪市淀川区宮原3-5-36 
新大阪トラストタワー12階
TEL：06-6391-8855
FAX：06-6391-8877
	
	
スミダ電機株式会社　名古屋オフィス	
愛知県名古屋市中区正木4-8-7
れんが橋ビル8階
TEL：052-680-1277
FAX：052-680-1288

■アジア �

�

�

�

�

�

�

�

スミダ電機株式会社　熊谷オフィス
埼玉県熊谷市桜木町1-91 古沢第三ビル3階
TEL：048-521-4017
FAX：048-525-2117

スミダ電機株式会社　金沢オフィス	
石川県金沢市高畠3-196 畑尾ビル102号
TEL：076-292-2566
FAX：076-292-2544

●香港
	
SUMIDA SERVICE COMPANY LIMITED
14/F Eastern Centre,1065
King's Road, Quarry Bay, Hong Kong
TEL：852-2880-6688	
FAX：852-2811-0590	
	

Sumida Electric (H.K.) 
Company Limited	
14/F Eastern Centre,1065
King's Road, Quarry Bay, Hong Kong
TEL：852-2880-6688	
FAX：852-2811-0590	
	

SUMIDA TRADING 
COMPANY LIMITED	
14/F Eastern Centre,1065 
King's Road, Quarry Bay, Hong Kong
TEL：852-2880-6688	
FAX：852-2811-0590		

●中国
		
SUMIDA TRADING (SHANGHAI) 
COMPANY LIMITED (Shanghai)
Room 1003, East Bldg., 
Zhongrong Hengrui 
International Plaza, No.620, 
Zhangyang Road, Pudong, Shanghai, 
China PRC 200120
TEL：86-21-5836-3299
FAX：86-21-5836-3266

SUMIDA TRADING (SHANGHAI)
COMPANY LIMITED (Shenzhen)
Room 3905, Block A, United Plaza, 
5022 Binhe Road, Futian District,  
Shenzhen, Guangdong Province, 
China PRC 518026
TEL：86-755-8291-0228
FAX：86-755-8291-0338

Guangzhou Panyu Sumida 
Kou Shui Heng Electric Factory 
*委託加工先
Economic & Industrial Development Zone, 
Kou Shui Heng Village, Shi Qi Town, 
Panyu District, Guangzhou City, 
Guangdong Province, PRC 511450
TEL：86-208-4616928
FAX：86-208-4618257

Guangzhou Panyu Sumida Kou Shui 
Heng Electric Factory (C-Lab)
3 Jiu Cun Xi Road, 
Kou Shui Heng Village, Shi Qi Town, 
Panyu District, Guangzhou City, 
Guangdong Province, PRC 511450
TEL：86-203-9307300
FAX：86-203-9307111
        86-203-9307119

DONGGUAN SUMIDA (TAI PING)
ELECTRIC CO., LTD.
Jin Zhou Village, Tai Xin Road, 
Humen Town, Dongguan City, 
Guangdong Province, 
China PRC 523906
TEL：86-769-85111118
FAX：86-769-85110233

SUMIDA ELECTRIC (GUANGXI) 
CO., LTD.
China-Asean Advanced 
Business Park, No. 3 Zongbu Road,
Nanning City, Guangxi, PRC
TEL：86-771-3216866
FAX：86-771-3298321

SUMIDA electronic Shanghai Co., Ltd.
No. 1 Songhu Industrial 
Zone, Shanghai Songjiang 
Hi-Tech Park, Jiuting town,
Songjiang District, Shanghai 
China PRC 201613
TEL：86-21-6769-6150
FAX：86-21-6769-6300

Sumida Electric (Changde) Co., Ltd.
Electronic Information 
Industrial Pioneer Park, 
Deshan Economic Development District, 
Changde City, Hunan Province

Sumida Electric (JI'AN) Co., Ltd.
Junshan Road, Jinggangshan 
Economic and Technological
Development Zone, 
Ji'an City, Jiangxi Province

EIWA (H.K.)COMPANY LIMITED
Egong Pinghu Longgang District, 
ShenZhen City, Guang Dong, China
TEL：86-755-8401-0671
FAX：86-755-8401-0674

●ベトナム	

SUMIDA ELECTRONIC VIETNAM 
CO., LTD.
Nomura-Haiphong Industrial Zone,
An Duong District, Haiphong City, Vietnam
TEL：84-31-3290-119
FAX：84-31-3290-120

●台湾

TAIWAN SUMIDA TRADING
COMPANY LIMITED
8/F-1, No. 75, Jhouzih Street, 
Neihu District, Taipei City 114, 
Taiwan ROC
TEL：886-2-8751-2737
FAX：886-2-8751-2738

●シンガポール

SUMIDA TRADING PTE LTD
996 Bendemeer Road #04-05 to 06, 
Singapore 339944
TEL：65-6296-3388
FAX：65-6296-3390
        65-6295-2055

●韓国

SUMIDA TRADING (KOREA) 
COMPANY LIMITED
5F Guitrami Bldg., 109-4 
Hangangro 2 ga, 
yongsan-gu, Seoul, Korea. #140-872
TEL：82-2-6237-0777
FAX：82-2-6237-0778

●タイ

SUMIDA ELECTRIC (THAILAND)
CO., LTD.
148 Moo 5 Bangkadi Industrial Park,
Tiwanon Road,
Tambol Bangkadi Amphur Muang 
Pathumutani 12000, Thailand
TEL：662-501-1611
FAX：662-963-8215
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 �本社機能 　�営業　�研究開発　�製造
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●ドイツ

SUMIDA Europe GmbH
Kerschensteinerstraβe 21, D-92318
Neumarkt/OPf., Germany
TEL：49-9181-4509-110
FAX：49-9181-4509-310

SUMIDA Components GmbH
Kerschensteinerstraβe 21, D-92318 
Neumarkt/OPf., Germany
TEL：49-9181-4509-110
FAX：49-9181-4509-310

SUMIDA flexible connections GmbH
Agathe-Zeis-Strasse 5, D-01454 
Radeberg, Germany
TEL：49-3528-404030
FAX：49-3528-404040

SUMIDA AG
Dr.Hans-Vogt-Platz 1,D-94130
Obernzell, Germany
TEL：49-8591-937-0
FAX：49-8591-937-103

SUMIDA EMS GmbH
Dr.Hans-Vogt-Platz 1,D-94130
Obernzell, Germany
TEL：49-8591-937-100
FAX：49-8591-937-103

SUMIDA Components & 
Modules GmbH
Dr.Hans-Vogt-Platz 1,D-94130 
Obernzell, Germany
TEL：49-8591-937-100
FAX：49-8591-937-103

SUMIDA Lehesten GmbH
Georgstrasse 8, D-07349 
Lehesten, Germany
TEL：49-36653-40-0
FAX：49-36653-22326

vogtronics GmbH
Erlautal 7, D-94130 Obernzell, 
Germany
TEL：49-8591-17417
FAX：49-8591-17395

●スロベニア	

SUMIDA Slovenija d.o.o.
Blejska Dobrava 124, 4273 Blejska 
Dobrava, Slovenia
TEL：386-45815-014
FAX：386-45874-180

●ルーマニア
	
SUMIDA flexible connections 
Romania S.R.L.
Str. Corneliu Coposu, 
Nr. 1A, Hala 1 RO-305400 
Jimbolia, jud. Timis Romania
TEL：40-356-0802-78
FAX：40-256-4099-33

SUMIDA Romania S.R.L.
Str. Corneliu Coposu, 
Nr. 1A, RO-305400
Jimbolia, jud. Timis Romania
TEL：40-256-4099-00
FAX：40-256-4099-33

●オランダ	

Sumida Finance B.V.
Strawinskylaan 1447, Level 14,
Tower C, World Trade Centre,
Amsterdam, 1077 XX,
The Netherlands
TEL：31-20-718-4590
FAX：31-20-718-4599

●アメリカ	

Sumida America 
Components Inc.(Chicago)
1251 N Plum Grove Road, Suite150,
Schaumburg, IL 60173 USA
TEL：1-847-545-6700
FAX：1-847-545-6720

Sumida America 
Components Inc.(San Jose)
1885 Lundy Ave, Suite 250,
San Jose, CA 95131, USA
TEL：1-408-321-9660
FAX：1-408-321-9308

●メキシコ

SUMIDA Components 
de Mexico S.A. de C.V.
Av. Juan Gil Preciado 1844,Entre Av.
Dr. Angel Leano y Los Robles,
Col. Los Robles, 45203 Zapopan,
Jalisco, Mexico
TEL：52-33-2126-6701
FAX：52-33-3126-6759

■ヨーロッパ	
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■北米・中南米



沿革

1950（昭和25）年

1956（昭和31）年

1961（昭和36）年

1963（昭和38）年

1966（昭和41）年

1971（昭和46）年

1984（昭和59）年

1987（昭和62）年

1987（昭和62）年

1988（昭和63）年

1990（平成 2 ）年

1992（平成 4 ）年

1995（平成 7 ）年

1998（平成10）年

1998（平成10）年

1999（平成11）年

2000（平成12）年

2000（平成12）年

2001（平成13）年

2001（平成13）年

2002（平成14）年

2003（平成15）年

2004（平成16）年

2004（平成16）年

2004（平成16）年

2004（平成16）年

2005（平成17）年

2005（平成17）年

2006（平成18）年

2006（平成18）年

2006（平成18）年

2006（平成18）年

2007（平成19）年

2008（平成20）年

2008（平成20）年

2009（平成21）年

2009（平成21）年

2009（平成21）年

2010（平成22）年

2010（平成22）年

2010（平成22）年

2010（平成22）年

2010（平成22）年

5月

1月

12月

6月

10月

10月

10月

4月

5月

8月

1月

12月

10月

10月

12月

 8月

 

6月

 

7月

1月

10月

2月

4月

1月

4月

11月

12月

4月

8月

1月

2月

7月

8月

11月

8月

10月

1月

7月

11月

1月

1月

3月

4月

9月

商号を墨田電気商会と称し、東京都墨田区に於いて八幡一郎個人経営により創業
墨田電機工業株式会社を設立
本社及び工場を葛飾区金町に移転
本社社屋を建設落成し、社名をスミダ電機株式会社に変更
福島県相馬市に相馬工場を新設（後に、相馬技術センターに改称）
勝美達電子股份有限公司を台湾に設立
勝美達電機（香港）有限公司の外注工場として番禺工場（廣州市番禺區勝美達舊水坑電子廠）が委託加工方式で操業開始
香港支店を開設
シンガポール支店を開設
株式を日本証券業協会に店頭売買銘柄として登録
M. Sumida Electric Sdn. Bhd. をマレーシアに設立
Sumida Electric （USA） Co., Ltd. をシカゴに設立
東莞勝美達（太平）電機有限公司を中国広東省に設立
仙台技術センターを開設
東京都中央区日本橋人形町に本社を移転
株式を東京証券取引所市場第二部に上場
米国に米国内持株会社Sumida American Holdings, Inc.を設立し、米国 ｢Clare E.M.G.Inc.｣ 及び
｢C.P.Clare S.A. de.C.V.｣ を買収（後に「ClareREMteck」及び「ClareREMtech de Mexico, S.A. de C.V.」に社名変更）
株式を東京証券取引所市場第一部に上場
社名をスミダコーポレーション株式会社に変更、同時に純粋持株会社に移行

「ClareREMtech Corporation」を「REMtech Corporation」に社名変更
Telecommunications Technology Center をサンディエゴに開設
相馬から南仙台へ技術センターを移転（M. Laboratoryを開設）
｢REMtech Corporation」を「Sumida America Technologies Corporation」と

「Sumida America Manufacturing Corporation」に分社、また
「Sumida Electric（U.S.A.）Co.,Ltd.」を「Sumida America Sales Corporation」に社名を変更
SumidaREMtech Corporation をサンディエゴに設立（後にSRC Devices Inc.に社名変更）
Sumida Electronica de MEXCO, S.A.de C.V. と SRC Devices de Mexico, S.A.de C.V. をメキシコに設立
中国・蘇洲にSuzhou Sumida Electric Co.,Ltdを設立
委員会等設置会社へ移行
SRC Devices Inc. をMBO方式により経営陣に譲渡
製品別カテゴリーにより5つのグループカンパニーを設立

「Sumida America Manufacturing Corporation」が
「Sumida America Sales Corporation」、「Sumida America Technologies Corporation」を吸収合併し、
社名をSumida America Inc.に変更
韓国に合弁会社「Sumida Korea Inc.」を設立
ドイツの「STELCO GmbH」の株式を取得
既存事業統括会社「SEC株式会社」を設立
中国・上海にSumida Trading（SHANGHAI）Company Limitedを設立
製品別カテゴリーにより5つのグループカンパニーを3つのカンパニーへ再編
ドイツ「VOGT electronic AG」の株式を取得
香港に株式会社シンテックスとLCDモジュールの製造・販売を目的とする合弁会社を設立
ドイツ「Panta GmbH」の株式を取得
東京都中央区八重洲に本社を移転
勝美達電機(廣西)有限公司を中国広西省に設立
スミダパワーエレクトロニクス株式会社を設立
株式会社エイワ及び株式会社モステックの株式を取得
金融子会社「Sumida Finance B.V.」をオランダに設立
株式会社コンコルド電子工業の株式を取得
東京都中央区日本橋に本社を移転
スミダ電機株式会社が株式会社エイワ、有限会社エイワ青森及び株式会社モステックを吸収合併
ベトナム・ハイフォンにSUMIDA ELECTRONIC VIETNAM CO.,LTD.を設立
中国・湖南省にSumida Electric（Changde）Co.,Ltd.を設立
スミダ電機株式会社が株式会社コンコルド電子工業を吸収合併
中国・江西省にSumida Electric（JI'AN）Co.,Ltd.を設立

F A C T  B O O K

S U M I D A  C O R P O R A T I O N

www.sumida.com

スミダコーポレーション株式会社
〒103-8589東京都中央区日本橋三丁目12番2号　朝日ビルヂング

TEL：03-3272-7100　FAX：03-5202-7104
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